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2000 2001 2002 2003 2004 合　計
一　国 24 31 50 44 35 184
二国間 67 46 57 46 45 261
多国間 0 0 0 0 0 0
合　計 91 77 107 90 80 445
（出所：IRS：Announcement　2005－27，　March　31，　2005，　Announcement　2004－26，　March　30，2004，　Announce－
ment　2003－19，　March　31，2003，Announcement　2002－40，　March　29，2002，　Announcement　2001－32，　March　30，
2001から筆者作成）
　上の表1からは，1991年に事前確認制度を導入して以降，着実に申請件数が増加していたが，
最近は頭打ちとなっていることを示している。事前確認制度は，いまやアメリカの移転価格税制の
執行になくてはならないものとなっていると評価することができる。一国事前確認二国間・多国
間事前確認別の申請件数については，1999年以前のデータが公表されていないことから，最近5
年間の数値を表示した。表2によると，アメリカにおいては一国事前確認が184件と41．3％を占め
ている。歳入手続上は，二国間・多国間事前確認が推奨されているが，実際にはIRSの課税リス
クおよび厳しいペナルティのリスクを減少させるために一国事前確認も定着していると見るべきで
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あろう。
　このことから，アメリカ税務当局は，アメリカに所在する企業のうちの一部（事前確認を申請し
ている企業）からは十分な所得金額を得ている，ということが言える。一国事前確認にしても二国
間事前確認にしても，IRSが納得して納税者とアグリーメソトを締結していることを意味してお
り，税務当局から見たコンプライアソスが一定程度確保されていることになる。
　一方，アメリカ所在企業の立場からは，二国間事前確認を締結している場合には，二重課税が完
全に回避されているが，一国事前確認の場合にはアメリカでのみ移転価格課税を回避していること
になる。一国事前確認を締結する企業は，アメリカにおける移転価格リスクを回避するだけで十分
と考えていることがわかる。それらの企業の国外関連者には引続きその所在国による移転価格課税
のリスクは残っているが，アメリカほど高いリスク（高額な課税とペナルティ）ではないというこ
とであろう。
ハ　表3　事前確認終了までに要した月数
2004年に事前確認に要した月数
一国／新規 一国／更新 一国／合計
平　均　　　　　25．7 平　均　　　　　13．3 平　均　　　　　22．3
二国間／多国間　新規 二国間／多国間　更新 二国間／多国間　合計
平　均　　　　　56，4 平　均　　　　　40．4 平　均　　　　　5L2
（出所：IRS：Announcement　2005－27，　March　31，2005）
二　表4　相互協議のためのポジションを作成するために要する月数
（出所：IRS：Announcement　2005－27，　March　31，2005）
　表3によると，一国事前確認に要する月数は平均22．3か月，二国間・多国間事前確認に要する月
数は平均で51．2か月である。一方，表4によると，事前確認課が相互協議ポジショソを作成するた
めに要する期間の平均が16．8か月とのことである。したがって，51．2か月との差である34．4か月が
事前確認に係る相互協議に要した月数，ということになる。これは，新規と更新の平均であり，新
規に事前確認を申請するとさらに時間を要することになる。
　このように，二国間・多国間事前確認のためには，相互協議ポジションを作成するまでに約1
年半弱，そして，相互協議に3年弱，合計約4年3か月という長い期間が必要になるのである。
　これが，事前確認に長期間を要するという批判がなされる原因である。納税者の側からは，事前
確認を申請するために，色々な時間的，費用的コストを負担している。すなわち，事前確認を申請
するためには，弁護士や会計士を雇って比較対象取引の選定や独立企業間価格の算定についての検
討を行っている。そして，その検討により二重課税の回避が合理的になされると判断した場合に，
税務当局に対して事前確認の申請を行うのである。このように，企業にとっては，事前確認を勝ち
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取り，ひいては二重課税を回避するためには，長期間を要するのである。
ホ　表5　有形資産・無形資産の譲渡に用いられた移転価格算定方法
CPM：営業利益 140
CPM：売上総利益 37
CPM：ベリーレシオ 49
CPM：総コストに対するマークアップ 40
CPM：資産収益率または使用資本 28
CPM：その他の利益水準指標（Pro且t　Level　Indicator）15
独立価格比準法 29
再販売価格基準法（有形資産のみ） 39
原価基準法（有形資産のみ） 27
独立取引比準法（無形資産のみ） 44
残余利益分割法 40
比較利益分割法 5
その他の利益分割法 15
特掲されていない方法 20
その他 36
CPM合計 309
合　　　計 564
（出所：IRS：Announcement　2005－27，　March　31，2005，　Announcement
2004－26，March　30，2004，　Announcement　2003－19，　March　31，2003，　An－
nouncement　2002－40，　March　29，2002，　Announcement　2001－32，　March　30，
2001，Announcement　2000－35，　April　5，2000から筆者が作成）
　上の表5にあるように，有形資産および無形資産の譲渡において事前確認で用いられる移転価
格算定方法で最も多いのはCPMである。2004年までに合意された564件のうち309件（54．8％）
と半数以上の事案においてCPMが適用されている。事前確認は将来の独立企業間価格等を確認す
るものであることから，単一の点を求めることは適切ではなく，幅を定める傾向にある。そうなる
と，幅を作りやすいCPMの適用が好まれることになる。また，　CPMは，公開情報を用いて使用
される資源，機能，リスクその他についての比較対象取引を見いだしやすい。CPMは，製造原価
または営業費用といった費用の分類に関して他の算定方法に比して会計手続における差異を無視す
ることができる。さらに，CPMにおいて信頼できる結果を得るために要求される機能の比較可能
性の程度は，再販売価格基準法や原価基準法に比して低くても良い。というのは，機能の差異は営
業費用に反映され，そこで機能が異なる納税者と売上総利益は大きく異なっても，営業利益のレベ
ルではさほど違わないからである（財務省最終規則1．482－5（c）（2）参照）。このように，納税者が自主
的に申請する事前確認においては，公開情報または自己の財務情報から算定できる方法が好まれ，
CPMが最も適用しやすいと言える。
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　また，表5を見ても明らかなように，CPMは営業利益をはじめ，売上総利益，資産収益率等色
々な利益水準指標を採用することができる。その業種にふさわしい指標を用いて，独立企業間価格
を算定することができる，という利点を有するのである。
　このように，事前確認の適用にはCPMはなくてはならないものである。また，事前確認制度が
定着した背景には，財務省規則が1994年に幅の概念を公式に認めたことがあることを見落として
はならないのである23。
　一方，基本三法である独立価格比準法は29件（5．1％），再販売価格基準法は39件（6．9％），原価
基準法は27件（4．8％）であり，三つ合計しても95件（16．8％）となっている。基本三法を適用す
る際には，比較可能性を厳しく見ることから，比較対象取引を見いだすのが困難となる。納税者自
身の取引の中に第三者間取引を持つ納税者はこの方法を採用することができるが，多くの納税者
は，内部に有益な第三者間取引を有しないことが多く，適用事案は少なくなる。ここにおいて，移
転価格税制において，基本三法の適用が困難であることが，事前確認においても実証されたといえ
る。
へ　事前確認に対する評価
　事前確認については，現在までに移転価格紛争の解決手段の一つとして完全に定着した，と見る
ことができる。事前確認に要する期間は長いが，調査により課税を受けて，これを相互協議に持ち
込んで合意に至ることを考えれば，相当な時間を短縮できる。事前確認の運用については，当局
側24だけでなく，大手会計事務所25からもi基本的には評価されている。しかしながら，実際には申
請してから終了まで4年以上もかかっており，事前確認ではなく事後確認となる可能性もある。
　このほか，大手会計事務所E＆Yが1年おきに行っている移転価格に関するグローバルリサー
チ26（2003年）によると（アソケート対象国はアメリカだけではないが），実際に事前確認を適用
しているのは，親会社14％，子会社18％であった。そして，これらの会社に後続年度についても
事前確認を使用するか，との問いには，約90％が再度事前確認を更新する，と回答している。
　このように，現行の事実確認については，肯定的に評価されていると見ることができる。
5．事前確認の論点
　これまでに述べたアメリカの事前確認制度およびその現状からは，以下の論点を導き出すことが
できる。
　（1）事前確認に要する期間と費用
　上述したように，一国事前確認の終了までは申請後22．3か月，二国間事前確認の終了までは51．2
か月と長期間を要することから，手続き上何らかの改善が求められることになる。また，二国間事
前確認については，その約3分の2を占める相互協議について，より短縮するよう努力する必要
がある27。
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　これだけ終了するのに時間がかかるというのでは，納税者としては事前確認を申請することに消
極的にならさるを得ないと考えられる。それでも，ある程度の件数が申請されていることをどのよ
うに評価すべきであろうか。アメリカでは移転価格調査の期間は非常に長期にわたる。長い場合に
は10年を超える場合もある。また，仮に課税処分を受けることになると，膨大な税額となる可能
性がある。その場合には法人所得税の本税の他，加算税や延滞税も課されることになる28。
　事前確認には，加算税や延滞税がかからないことから，移転価格調査を受けて課税されるよりは
コストの面では安価で済む，という利点がある。特に，一度移転価格課税を受けた納税者にとって
は，本税だけでなく高額な延滞税を負担していること，長期間にわたる調査を経験していること，
また，二重課税排除のための相互協議を経験していることから，課税された事業年度の後続事業年
度については，事前確認を申請することになるのではなかろうか。
　期間短縮の方策としては，一国事前確認の場合には，事前確認課の人員と権限の強化により，事
前確認課のみの判断で事前確認を終了させるようにすることである。二国間事前確認の場合には，
権限のある当局の分析官主導での事務処理が考えられる。
　また，2003年9月に公表されたアメリカ財務省の移転価格に関するレポート29によれば，事前
確認の申請のために作成する報告書に要する費用は，100万ドルを超えるとのことである。事前確
認には，これ以外に申請後の弁護士・会計士費用等を要する。事前確認を申請する企業は，その多
くが大企業であるとしても，費用がかかりすぎ大きな負担となっているのではないかと考えられ
る。ただし，事前確認に要する時間的・費用的コストが大きいとは言うものの，裁判等の他の紛争
解決の手段に比べるとそれほど大きな負担ということではない。
　②　紛争解決手段としての事前確認
　E＆Yが行った移転価格に係るグローバル・リサーチ（2003年）によると，事前確認を行った
ことのない親会社のうち，事前確認を申請しようと考えているのは33％であった。これは，1999
年の45％，2001年の38％に比して低下している。この点については，事前確認には，多大な期間
と膨大な費用がかかることがネックになっていると思われる。また，事前確認を行うということ
は，関連者間取引について，税務当局に対してすべてを明らかにする場合がある，ということを意
味する。場合によっては，調査を受けるときよりも詳細な資料を提出しなければならないことにも
なる。多国籍企業からすると，企業秘密とも言える原価の額等を税務当局に知られることに抵抗を
示す向きもあるかもしれない。
　このようなことから，事前確認は，未経験の法人にとっては，魅力的な制度とは言いがたい面が
ある。この点から，法的安定性と予測可能性を確保することと，そのために負担するコスト等との
比較についての分析が行われることになろう。
　このように考えると，事前確認は，すべての納税者を対象にする制度ではなく，過去に移転価格
課税を受けた納税者と近い将来移転価格調査を受ける可能性のある納税者のための制度，というこ
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とができる。そうだとすれば，事前確認制度とは納税者サービスというよりは，上述した納税者の
ための移転価格に係る紛争解決の一手段であると言うことができる。現実問題としては，IRSの事
前確認課のマソパワーは30人程度に過ぎない。また，事前確認を申請している納税者は，年間100
社程度であることから，このように理解するのが適切であろう。
　（3）CPM適用に係る論点
　上述したように，アメリカにおいて事前確認を申請する事案の半数以上でCPMが適用されてい
る。このことは，何を表わすのであろうか。納税者から見ると，基本三法を適用するためには一定
のハードルがある。すなわち，第三者間取引が自己の内部にあり，それが比較対象取引となるとき
に，ようやく基本三法の適用が可能となる。第三者間同士の取引は，為替取引のような特殊なもの
以外は公開されていないことから，その情報を入手することはできない。そのような状況下におい
ては，自己の内部に比較対象取引のない納税者は，公開情報に頼らさるを得なくなる。CPMにお
いては，公開情報から比較対象取引を得るので，ほとんどの納税者が適用できることになる。納税
者の法的安定性と予測可能性を確保する，という事前確認制度の趣旨からは，納税老が利用できる
算定方法が望ましいのは事実である。このように，事前確認を行う場合には，CPMの適用範囲が
広くなり，この方法を適用する納税者が増加する。
　しかしながら，二国間事前確認にCPMを適用するということは，つぎのような問題を生じさせ
る。事前確認の合意がCPMを適用し二国間で行われるということは，アメリカ企業の国外関連老
の所在地国においても，CPMが適用されている，ということを意味する。当該所在地国の税法上
CPMが規定されていればいいが，現実にはCPMを規定している国はアメリカ以外にはない。そ
うなると，当該所在地国でCPMを適用することに大きな抵抗が示され，結果として相互協議に時
間がかかることが予想される。このように，二国間で事前確認を行う場合には，関係国において共
通の移転価格算定方法が規定されていることが望ましい。この点で，アメリカはCPMという他の
国にはない算定方法を有しており，移転価格問題を複雑化させている。
　移転価格問題は，もともと課税の効果が課税された老の国外関連老の所得金額に影響を及ぼすこ
とから，一国内での解決にならない場合があり，そのことから国際間の協調が重視され，OECD
移転価格ガイドライソが策定された，という経緯がある。このように，移転価格税制には，各国の
個別の課税権だけでは処理できないという固有の特徴がある。したがって，各国とも移転価格税制
の執行に当たっては，国際協調に配慮する，ということが必要になってくる。
　CPMの適用については，すでにOECDで議論されており，　OECDはCPMを採用せずに，取引
単位営業利益法（TNMM）を採用したという経緯がある。　OECD移転価格ガイドライソの策定の
際，TNMMは，①CPMよりも比較可能性を厳格に考える，②比較対象取引を取引単位で検討す
る，という点でCPMと異なっていると言われていた。1995年にOECD移転価格ガ・イドラインが
公表された後に移転価格税制の整備・改正を行った国においては，営業利益を基準に算定する方法
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として，CPMではなくTNMMが採用されている。ひとりアメリカだけがCPMに固執している
のが現状である。
　CPMもTNMMもともに営業利益を基準に考えることについては共通であるが，理論的には上
述した差異もある。このようなことから，アメリカは，国際協調の観点から制度上CPMを放棄し，
TNMMを導入することが必要になる。一方，実務の面からは，　CPMの執行をTNMMと同様，
比較対象取引の採用に際して，TNMMと同様取引単位とし，またこれを厳密に考えることによ
り，実質的にTNMMを採用したのと同様の効果を有する。世界的にはTNMMを採用することが
一般的であることから，CPMを前面に出して二国間事前確認を行う場合には，相手国との間で激
しい議論が生じる可能性がある。また，諸外国の税法にはCPMという方法が規定されていない以
上，アメリカは関係するすべての国との間で，CPMの適用可能性について議論を行うことになる。
　以上のことからは，アメリカの事前確認の執行においては，以下のようなことに配慮した執行を
行うことが求められる。すなわち，二国間事前確認にCPMを適用する場合には，これをなるべく
TNMMの理念に近いものにするということである。一方，諸外国の観点からは，　TNMMを用い
て事前確認を行うために比較可能性の縛りをどの程度緩和することができるかについて検討するこ
とが考えられる。比較可能性をあまりに厳格にすると基本三法と同様，比較対象取引を見いだすこ
とができなくなる。これでは，せっかくOECD移転価格ガイドライソでTNMMを規定した意味
がなくなる。
　このように，二国間での協議においてCPMとTNMMとの適用における議論を行い，事前確認
をスムーズに処理する，という努力は非常に重要である。一方，別の観点からは，国際的な枠組み
の中でCPMとTNMMの適用についての議論を行うことも重要であろう。アメリカはCPMを
1994年に導入し，一方，OECD移転価格ガイドラインにTNMMが規定されたのが1995年であ
る。導入から10年以上が経過した現在，各国の経験を踏まえたところで，CPMとTNMMの異同
について，OECDの場等で議論することは有意義であると考えられる。
　いずれにしても，アメリカが自己の移転価格税制の枠内での事前確認の処理に固執する，という
ことは，二国間事前確認の点においては，あまり適切な措置とはいえない。事前確認が移転価格税
制執行の一局面であることに変わりはないことから，自国の課税権だけを主張するのではなく，国
際協調の観点から事前確認を処理することが重要になってくる。
6．　まとめ
　本稿においては，事前確認制度が，納税老の法的安定性と予測可能性を確保するために構築され
た有益なプログラムであることを述べ，その理解のために，この制度が最もよく利用されているア
メリカの事前確認制度およびその現状について述べてきた。アメリカは1991年の事前確認制度の
導入以降，1996年，2004年に歳入手続の改定を行った。その間，グローバル・トレーディングに
関する経験を通達94－40，また小規模事業者の事前確認について通達98－65という形で公表してき
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た。歳入手続を改定することにより，それまでの経験を手続化し，また，納税者に対して提出すべ
き情報をより詳細に提示することをしてきた。
　一方，2000年以降，IRSは事前確認の年次報告書を公表している。これにより，事前確認の現
状を把握することができる。現状では，事前確認を終結させるまで，多大な時間と膨大な費用がか
かることがわかった。
　また，事前確認が定着してきたのは，アメリカの厳しい移転価格調査とペナルティの規定がある
が，CPMの導入と独立企業間価格の幅の概念を財務省最終規則に導入したことが大きな原因の一
つであることを示した。事前確認においては，将来の独立企業間価格を幅とすることで税務当局と
納税者との間で合意を得る場合が多い。その際，容易に幅を作ることのできるCPMを用いる事例
が半分以上を占めることを示し，事前確認とCPMが非常に密接な関係を有することをも明らかに
した。
　事前確認の論点の第一は，申請後最終的な確認をするのに長期間を要することである。そのため
には，相互協議手続を改善することがもっとも有効である。事前確認の枠内で対応できることは，
事前確認課の人員の強化と権限のある当局のイニシャティブである。二国間事前確認を有効に機能
させるためには，相互協議を担当する権限のある当局に権限を集中して，責任をもって早期にアメ
リカの相互協議ポジショソを確立することが重要である。
　つぎに，事前確認制度は，すべての納税者を想定した制度ではなく，移転価格に係る紛争解決の
一手段であることが明らかになった。この制度は，移転価格課税を受けたことのある納税者および
近い将来移転価格調査を受ける可能性のある納税老に対して，二重課税を排除する手段を提供して
いる。
　第三に，CPMの適用の増加は，これを規定していない諸外国との議論を発生させると考えられ
る。アメリカは諸外国と十分に協議することが重要であるが，一方でCPMの適用についてOECD
等の場で議論することも重要である。
　本稿において，事前確認を効率的に進めるためには，国際的な合意形成と相互協議の迅速化が重
要であることが判明した。今後は，相互協議の改善に関する研究をすることが重要であると考えら
れる。
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